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Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

  

１ 現況 

(１) 大学名：洗足こども短期大学 （幼児教育保育科） 

(２) 所在地：神奈川県川崎市高津区久本２－３－１  

(３) 学生数及び教員数  

（令和 6 年 5 月 1 日現在）  

学生数： 幼児教育保育科 374 名／短期大学全体 374 名 

教員数： 教職課程科目担当（教職・教科とも）15 名／短期大学全体 16 名 

 

 ２ 特色 （教職課程の沿革や理念） 

  洗足学園短期大学幼児教育科（現：洗足こども短期大学幼児教育保育科）の

設置認可（昭和 40 年 1 月 25 日）に際し、申請時に示された教育目的は次の通

りであった。  

 「幼児教育科は幼児児童について研究し、その本質を明らかにすることによっ

て現代人にふさわしい人格を形成し、家庭婦人としての使命をはたし、また優

れた幼稚園の保育者として社会に貢献しうる有為な女子を育成することを目的

におく」  

  以後、社会の変化に伴い、男子学生の受け入れ、保育士資格の取得も可能と

なり、教育目的も今日の時代に即したものに変化している。幼稚園教諭および

保育士の養成を主たる目的とする幼児教育保育科のみを有する単科の短期大学

であり、本学のミッションをより明確に発信するために、平成 22 年 4 月に校

名を「洗足こども短期大学」へと変更し現在に至っている。また、キャンパス

内に併設の音楽大学（洗足学園音楽大学）があることの特色も活かしながら、

学習成果の３つの柱である「実践力」「表現力」「協働力」を備えた保育者の養

成を行っている。  
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Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検評価  

 

基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み  

（１）基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標の共有  

（２）基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫  

 

〔現状説明〕  

 （１）本学では、「人材養成及び教育研究上の目的」を学則第 2 条の 2 に定めて

おり、目的の内容は３つのポリシーにも反映されている。この目的に沿った

内容で「教員養成の目標」を定めホームページ上で学内外に公表しており、

教職員は教職課程の目標を共有し、教職課程教育を計画的に実施している。  

 （２）教職課程認定基準を踏まえた教員を配置し、教職課程の運営に関しては、

目標を達成するために、実習運営委員会を中心とする全学的な教職指導体制

を構築している。教職課程に関するカリキュラムについては、カリキュラム

ワーキンググループにて必要に応じて見直しを行っている。  

    教職課程教育を行う上での施設・設備が整備され、ICT 教育環境の適切な

利用に関しても可能となっている。  

    教育職員免許法施行規則第 22 条の 6 に定められた「教員の養成の状況に

ついての情報」はホームページ上で学内外に公表している。  

 

〔長所・特色〕  

  「教員養成の目標」を達成するために、実習運営委員会を中心とする全学的な

教職指導体制を敷いている。実習指導の支援については、実習統括教員が室長を

務める「実習・進路サポート室」を設置し、幼稚園教諭・保育士資格を有し現場

での実務経験のある職員も含め、教職員一同で学生の実習上の支援を行っている。 

  このほか、実習先や就職先との連絡調整、実習先指導者からの指導・指摘事項
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の取り纏め、実習配属の調整、学生からの個別相談への対応などを担うことで、

より効果的な実習・進路に関する指導を強化している。  

  同じキャンパス内に音楽大学を併設しており、施設・人的資源を共有し連携す

ることにより、本学ならではの特色のある表現教育を行い、創造的な表現力、コ

ミュニケーション能力などを備えた保育者の養成に努めている。   

 

〔取り組み上の課題〕  

  上記に記載した学内外に公開している「教員の養成の状況についての情報」の

「【１】教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画」の中で「目標を

達成するための計画」として 5 項目を掲げている。その内の 2 番目の項目「実

習・進路サポート室の運営」の記載内容について、「実習・進路サポート室」の

運営体制を令和 6 年度より大きく変更したことに伴い、令和６年度より実態に即

した形に変更を行った。  

  また、「【６】教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組」に関しては、５項

目を掲げているが、令和７年度よりの「音楽検定」制度の廃止による該当項目「（２）

音楽検定の実施」の削除および ICT を活用した学びの実施方法を令和７年度新

入生より変更することに伴い、「（５）iPad を活用した学びの実施」の項目の記

載内容を令和７年度より実態に即した形に変更することとした。  

 

  

基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

 

 （１）基準項目２－１ 教職を担うべき適切な人材（学生）の確保・育成 

 （２）基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

 

〔現状説明〕  

 （１）教職を担うべき適切な人材（学生）の確保のために、学則第 2 条の 2 に定

めた「人材養成及び教育研究上の目的」を踏まえた「入学者受入れの方針（「ア
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ドミッション・ポリシー」）を定め、ホームページや学校案内等で学内外に

周知し、このポリシーに沿った入学者選抜を実施している。  

    また、全学的な教職指導体制を敷き、きめ細かな実習指導を行い、「履修

カルテ」等の活用により、学習成果の獲得状況の把握を行う等、教職を担う

適切な資質を備えた学生の育成に努めている。  

 （２）「実習・進路サポート室」を設置し、教職員一同で実習と進路就職のサポ

ートを一つの部署で取り扱い、幼稚園や保育所等の就職先の情報や学生の実

習時の情報等を共有することで、きめ細かな進路支援を行っている。  

 

〔長所・特色〕  

  本学は保育者の養成を主たる目的とする単科の短期大学であるため、入学者受

入れの方針（アドミッション・ポリシー）においても保育者を志す受験生へ向け

てメッセージを発信している。専門的知識と技術の修得に必要となる基礎学力を

備え、保育者になるという夢の実現へ向けて強い意志を持って努力できる人を求

め、具体的な 4 項目の求める人物像を掲げている。  

  キャリア支援のため、学生の実態を把握でき、かつ学生側が相談しやすい 2 年

生のクラスアドバイザーと職員および 1・2 年生両方の実習指導に携わる教員（グ

ループ長）で構成する「進路就職ワーキンググループ」を設け、教職員一同が協

力する体制を整備している。  

  学生に対しては、1 年次より定期的にキャリアガイダンスを全員に対して実施

し、希望者に対しては「公務員採用試験対策講座」も実施している。  

 

〔取り組み上の課題〕  

 学生の確保・育成・キャリア支援には、上記のように対応しているが、保育者

を志す受験生の減少に伴う受験志願者数の減少により、入学試験の合格倍率も極

めて低下している状況である。そのような現状の下、入学を受け入れる学生を 2
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年間で如何に育て、質の高い保育者として現場に送り出していくかが茲許の課題

である。平成 30 年度卒業生の幼稚園教諭免許状取得者数の比率は 97.0％であっ

たが、その後低下を続け、令和 6 年度卒業生の同比率は 86.5%であった。  

現在 2 年次の実習指導で行っている「習熟度別コース制」等、引き続ききめ細

かい指導を、検証も都度行いながら課題に対応していくことが必要である。  

 

 

基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

  

（１）基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 （２）基準項目  ３－２ 実践的指導力育成と地域との連携  

 

〔現状説明〕  

 （１）「教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）」を踏まえ、教職

課程科目相互とそれ以外の科目等との系統性の確保を図りながら、コアカリ

キュラムに対応する教職課程カリキュラムを編成している。令和 4 年度にカ

リキュラムツリーを策定し、修得する科目の順序性や関連性を把握する有効

なツールとして活用し、教員間での共通認識を図るとともに、学生へも周知

を図っている。また、「履修カルテ」を用いて、学生の学修状況を把握しな

がら、きめ細かな教職指導を行い、「保育・教職実践演習」の授業での指導

等に、この蓄積を活かしている。  

 （２）学習成果の 3 つの柱である「実践力」「表現力」「協働力」を備えた実践的

指導力を育成するために、「理論」と「実践」の往還型教育を行っている。  

    令和元年度より、2 年次の実習指導においては、「習熟度別コース制」  

を実施し、令和 4 年度より各実習へ参加するための条件として、GPA 基準

を新たに導入する等、きめ細かな教職指導を行っている。  

    令和 3 年度の新入生より、学生全員が iPad を保有し日々の授業で活用す

る新しい学びを開始し、ICT 活用力等これからの教育現場に必要な力を育成
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する取り組みも引き続き行い、成果を上げている。  

    令和 3 年度より、実習協議会をスタートし、実習協力園（幼稚園・保育園）

と Zoom にて協議会を実施することで、本学の実習に関する方針の共有を図

る等、効果を上げている。コロナ禍が収束した後も引き続き Zoom にて効率

的に実施することで、参加園も年々増加している。 

    地域の保育関連施設および自治体と連携し、実習教育の枠外でも学生自身

が実践活動を通して、保育者としての実践力を磨くことができる環境を整え

ている。幼稚園・保育園等での個々の学生による自主的なボランティアの他

に、ゼミやサークル等による人形劇や演奏等の出張公演を積極的に行えるよ

うサポート体制を敷いている。  

 

〔長所・特色〕  

  上記の通り、2 年次においては、習熟度別コース制による実習指導を行ってい

る。具体的には、「Advance コース」「Standard コース」「Basic コース」の 3 コ

ースを設け、自分の課題や状況に応じて 2 年次進級時に学生自身が 3 つのコー

スから選択を行う。これにより充実・発展した内容をそれぞれのステップに応じ

て学習することで、保育者としての資質の全体のレベルアップを図っている。  

  令和 3 年度新入生より、学生全員が iPad を保有し日々の授業で活用する新し

い学びを開始し、ICT 化の進む幼児教育・保育の現場に対応できるスキルを備え

た人材の育成を行っている。授業の内容に応じて様々な iPad の活用方法がある

が、1 年生前期の「情報機器の操作」で写真の編集、ファイル管理の仕方等も学

び、例えば「保育内容・環境」では、学内の自然環境を iPad で撮影し、写真を

加工して授業内で共有する等の授業を行なっている。  

  実習と授業の連携として、「保育者のための文章表現」（1 年生：通年科目）を

設け、保育を捉えて、言葉や文章で表現する力の育成を図っている。この授業で

は、保育者を志す学生として、保育用語や漢字を正しく理解すること、現場での
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実習経験や保育の映像などを基に、捉えたこと、学んだこと、自ら考えたことに

ついて、文章で表現することを学ぶとともに、実習に必要な書類やお礼状、就職

に必要な履歴書の書き方などの指導も行っている。  

 

〔取り組み上の課題〕  

  「履修カルテ」については、「保育・教職実践演習」の授業のみでの活用に留ま

らず、2 年間に亘る学習成果の獲得状況の学生自身の自己認識を図るために、

「卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）」との繋がりを明確にし

ている。この学習成果の獲得状況の把握については、全体の自己点検・評価活動

に係る「アセスメント・ポリシー」を令和 5 年 5 月に策定した際に、評価指標

の項目として「履修カルテ」を掲載しており、その後データの分析も継続的に実

施している。  

  各実習へ参加するための条件として、令和 4 年度より試行的に GPA 基準を導

入し、検証を経て令和 5 年度より正式に導入した。具体的には、GPA が原則 1.8

以上であること（GPA が 1.3 に満たない場合は参加不可とし、1.3 以上 1.8 未満

の場合は、要検討とする）を基準としている。GPA が 1.8 未満の場合には、面

談を実施した上で個々の状況に応じて最終的に参加の可否を判断している。今

後も継続的に GPA の設定基準の検証等を行い、基準の妥当性を見極めていくこ

とが必要である。  

  学生の実習日誌等を含めた「書く力」については、上記の「保育者のための文

章表現」等の授業内容を充実することにより、着実に上昇しつつあると思われ

る。このことは、学外実習評価の「日誌」に関する項目の平均値の推移からも読

み取れるが、引き続き係る数値の推移等も検証しながら、更なるきめ細かな対応

を行っていく必要がある。  

 

 



  

8 

 

Ⅲ．今後の教職課程教育・運営の課題  

   幼稚園教諭および保育士の養成を主たる目的とする幼児教育保育科のみを

有する単科の短期大学である本学において、教職課程に係る自己点検評価・

活動は、従来から実施している全学的な自己点検・評価活動と実質的に重な

ると言える。従って、教職課程に係る自己点検・評価活動は、特に教育職員

免許法施行規則第 22 条の 6 に定められ、学内外に公表している「教員養成

の状況についての情報」の内容の検証、見直し等を重要な事項と認識した上

で実施していくことが必要である。  

   近年の保育者を志す受験生の減少に伴う受験志願者数の減少による入学試

験の合格倍率の低下の下、入学を受け入れる学生を短大生活 2 年間で如何に

育て、質の高い保育者として送り出していくかを最大の課題と捉え、教職員

一同の協働による学生への更なるきめ細かな対応を行っていくことが重要で

ある。  

   また、このような受験生の全員が入学するのに等しい状況を改善し、教育

方針に沿って選抜すべく入学定員の適正化を図るため、令和 7 年度よりの入

学定員の減員に必要な手続きを行った。  

 幼児教育・保育の現場の実態や最新の事情も理解し、社会からの養成に応

え得る人材を養成するため、学外の実習協力園・自治体等との連携も更に強

化を図り、実践的指導力を養成する取り組みも引き続き継続していく。  
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Ⅳ 現況基礎データ一覧              令和 7 年 5 月 1 日現在 

 

法人名 

        学校法人 洗足学園  

大学・学部名 

        洗足こども短期大学  

学科・コース名（必要な場合）  

        幼児教育保育科  

1 卒業者数、教員免許状取得者数、教員就職者数等 （令和 6 年度卒業生）                

①  令和 6 年度卒業者数  
185 

 

②  ①のうち、就職者数  

（企業、公務員等を含む）  

 

175 

 

③  ①のうち、教員免許状取得者の実数  

（複数免許状取得者も 1 と数える）  

 

160 

④  ②のうち、教職に就いた者の数  

（正規採用＋臨時的任用の合計数）  

 

54 

⑤ のうち、正規採用者数  
53 

 

④ のうち、臨時的任用者数  
1 

２ 教員組織  
   

 教授  准教授  講師  助教  その他（      ） 

教員数  
6 

 

5 2 3  

相談員・支援員など専門職員数： 0                           

 


